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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物        ２ ～ 47 年 

構築物        ２ ～ 68 年 

医療用器械備品    ２ ～ 20 年 

その他器械備品    ２ ～ 20 年 

車 両        ２ ～ ７ 年 

放射性同位元素    23 ～ 30 年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

 （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 

 

 （３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、役員については独立行政法人国立病院機構役員

退職手当規程に基づく期末要支給額を、また、職員については当該事業年度末にお

ける退職給付債務及び恩給制度期間を有する退職職員の負担金である整理資源に関

する債務の見込額に基づき計上しております。 

ただし、独立行政法人化前に発生した役職員の退職給付のうち、運営費交付金に

より財源措置がなされる額については、退職給付に係る引当金は計上しておりませ

ん。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)

による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(９～10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

５．賞与引当金の計上基準 

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当

事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

６．損害補償損失引当金の計上基準 

医療賠償等による損害賠償金の支払に備えるため、個別に発生可能性を検討し、

その経過等の状況に基づき損失負担見込額を計上しております。 

 

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 （１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 （２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 （３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 （４）貯蔵品 

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法 
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８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

の計算方法 

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。 

 （２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

平成 31 年 4 月 5 日付け事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算

定の取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会

計室）に基づき、0％で計算しております。 

 

９．リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

１１．固定資産の減損の処理方法 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 最終改正 平成 21

年３月 27 日）を適用しております。 

また、独立行政法人国立病院機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令

（平成 16 年厚生労働省令第 77 号）により、減価に対応すべき収益の獲得が予定

されていないと認められる償却資産については、固定資産減損損失は計上せず、

資産の減損額と同額を資本剰余金に対する控除として計上しております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 

 

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額 

59,302,910,194 円 

 

２．運営費交付金から充当されるべき退職共済年金に係る恩給負担金の見積額 

114,082,000 円 

- 13 -



３．金融商品関係 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

当機構は、資金運用については預金及び合同運用指定金銭信託に限定し、また、

資金調達については財政融資資金からの借入及び財投機関債の発行によっておりま

す。 

診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図

っております。また、有価証券は、独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づき、

合同運用指定金銭信託のみを保有することとし株式等は保有しておりません。 

借入金等の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿

って、資金調達を行っております。 

  （２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

 

（単位：百万円）  

区        分 貸借対照表 
計  上  額 

時    価 差    額 

(1) 現金及び預金 
(2) 医業未収金 
(3) 有価証券 

合同運用指定金銭信託 
(4)買掛金 
(5)未払金 
(6)長期借入金 
(7)リース債務 

84,411 
161,254 
36,000 
36,000 

(39,389) 
(92,001) 

(492,815) 
(1,640) 

84,411 
161,254 
36,000 
36,000  

(39,389) 
(92,001) 

(499,745) 
(1,640) 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

(6,931) 
0  

 （注１）負債に計上されているものは（）で示しております。 

 （注２）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

 

（１）現金及び預金、（２）医業未収金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿

価額によっております。 

（３）有価証券 

    合同運用指定金銭信託については、預金と同様の性格を有し短期間で決済さ

れるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価額によっております。 

（４）買掛金、（５）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿

価額によっております。 

  （６）長期借入金、（７）リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

なお、リース債務の貸借対照表計上額は利子を含んでおります。 

 

- 14 -



Ⅲ．損益計算書 

 

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① その他診療業務収益     661,184,727 円 

②  研修収益      130,998,000 円 

③ 研究収益      29,526,935 円 

  合 計       821,709,662 円 

 

２．固定資産売却益の内訳 

① 医療用器械備品       14,057,140 円 

② 車 両            1,128,923 円 

       合  計        15,186,063 円 

 

３．固定資産売却損の内訳 

 ① 医療用器械備品        1,922,400 円 

  ② 車 両             17,667 円 

      合 計         1,940,067 円 

 

４．固定資産減損損失 

（１）減損損失の金額及び内訳 

（単位：円） 

 
       

用 途 

 

 
 

場 所 

 

 

               減 損 損 失 

 

建 物 そ の 他 計 

遊休資産 

(病棟等) 

 

仙台市宮城野区宮

城野 2丁目外 11箇所 

 

 

2,175,194,132 

 

489,672,978 

 

 

2,664,867,110 

 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

上記遊休資産については、将来の使用が見込まれておらず、回収可能価額が帳

簿価額を下回っているため減損損失を認識しました。 

 

（３）資産のグルーピングの方法 

当機構は、機構全体が一体となって政策医療を担っていることから、全体で一

つの資産グループとしております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休

資産及び事業の大幅な縮小や廃止に関する意思決定済みの資産については、それ

ぞれ個別にグルーピングしております。  

 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、主として不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額により算定

しております。 
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５．その他臨時利益の内訳 

① 運営費交付金（土壌汚染対策工事等）の収益化         3,363,988,014 円 

② その他                148,981,063円 

      合 計             3,512,969,077円 

 

６．その他臨時損失の内訳 

① 土壌汚染対策工事、医療廃棄物混入土砂処理費用等     3,268,514,565 円 

② 過年度の資産除去債務費用（アスベスト除去費用）    704,868,054 円 

③ 過年度の診療報酬請求に係る自主返還額等            98,012,998 円 

④ その他               425,832,344 円 

      合 計              4,497,227,961 円 

 

 

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 

 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定          84,410,658,367 円 

現金及び預金勘定のうち定期預金       △ 2,000,000,000 円 

         資金期末残高          82,410,658,367 円 

 

２．重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得     736,427,832 円 
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Ⅴ．退職給付引当金 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当機構は役職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を設けております。 

   

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

                                                   平成 31 年３月 31 日現在 

         期首における退職給付債務         179,141,228,929 円 

         勤務費用           20,220,378,262 円 

         利息費用        890,398,295  円 

        数理計算上の差異の当期発生額          1,328,490,922 円 

         退職給付の支払額        △ 11,982,573,080 円  

        過去勤務費用の当期発生額        △  6,784,314,285 円 

期末における退職給付債務        182,813,609,043 円 

 

３．退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

                                                            平成 31 年３月 31 日現在 

         退職給付債務           182,813,609,043 円 

         未認識過去勤務費用（注）          12,729,657,187 円 

         未認識数理計算上の差異            4,294,652,395 円 

         整理資源負担金            61,990,639,352 円 

         退職給付引当金           261,828,557,977 円 

（注） 平成 25 年１月１日から国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律（平成 

24 年法律第 96 号）及び平成 27 年４月１日から独立行政法人国立病院機構職員退

職手当規程の適用を受けたため、過去勤務費用が発生しております。また、平成

31 年 1 月 25 日に同退職手当規程の改正がなされたため、過去勤務費用が発生し

ております。 

 

４．退職給付に関連する損益 

                                                  平成 31年３月31日現在 

     勤務費用            20,220,378,262 円 

        利息費用                                                  890,398,295 円 

        過去勤務費用の当期の費用処理額       △  1,913,725,790 円 

        数理計算上の差異の当期の費用処理額      △    326,400,756 円 

        運営費交付金で財源措置された費用          9,196,466,818 円 

        退職給付費用            28,067,116,829 円 

（注） 上記退職給付費用には他法人へ出向している職員に係る分として、23,073,280 円

が含まれております。 

（注）上記退職給付費用以外に共済組合負担金、長期公経済負担金等の退職給付費用

として、48,667,221,259 円を計上しております。 
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５．数理計算上の計算の基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

 割引率 0.5％ 

 

Ⅵ．資産除去債務関係 

 

１．資産除去債務の概要 

当機構は労働安全衛生法等の規定により生ずる債務として、所有する建物の解体

時におけるアスベストの除去費用、医療用器械備品等の廃棄時における放射性同位

元素及び放射化物の除去費用及び照明装置の廃棄時におけるポリ塩化ビフェニルの

除去費用につき資産除去債務を計上しております。 

 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐

用年数を参考に２年から 41 年と見積っております。割引率は当該期間を勘案し、使

用見込期間に見合う財政投融資及び国債の利回りを参考に算定しており、0.010％か

ら 2.342％となっております。 

 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

 

期首残高 2,676,622,504 円 

有形固定資産の取得等に伴う増加額 8,725,497 円 

時の経過による調整額 42,009,065 円 

資産の除去等による履行額 △117,153,597 円 

見積りの変更による増加額 930,359,613 円 

期末残高 3,540,563,082 円 

 

４．資産除去債務の見積りの変更 

建物等に含まれるアスベストの除去費用として計上していた資産除去債務につい

て、新たな情報の入手に伴い、除去費用に関しての見積りの変更を行いました。 

 

 

Ⅶ．不要財産に係る国庫納付関係 

  該当事項はありません。 

 

Ⅷ．オペレーティング・リース取引 

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料      7,500,978 円 

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料  18,887,256 円 

 

Ⅸ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 
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Ⅹ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

Ⅺ．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

該当事項はありません。 

- 19 -



財 務 諸 表
（附属明細書）





















決 算 報 告 書



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 0 0 0

長期借入金等 - - -

業務収入 970,088,247,000 976,990,637,848 6,902,390,848

その他収入 0 288,384,686 288,384,686
計画時では法人共通に計上していたことによ
る

970,088,247,000 977,279,022,534 7,190,775,534

支出

業務経費

診療業務経費 854,338,883,000 879,676,187,640 25,337,304,640

教育研修業務経費 - - -

臨床研究業務経費 - - -

その他の経費 0 0 0

施設整備費 107,927,733,000 78,012,129,619 △ 29,915,603,381
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
こと等による

　　借入金償還 - - -

支払利息 - - -

その他支出 0 1,149,313,973 1,149,313,973
計画時では法人共通に計上していたことによ
る

962,266,616,000 958,837,631,232 △ 3,428,984,768

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

決　算　報　告　書

計

計

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

区    分
診療事業
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【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 182,270,000 209,807,736 27,537,736
運営費交付金の配分額を見直したこと等によ
る

長期借入金等 - - -

業務収入 4,747,504,000 5,176,026,214 428,522,214

その他収入 0 0 0

4,929,774,000 5,385,833,950 456,059,950

支出

業務経費

診療業務経費 - - -

教育研修業務経費 6,652,482,000 6,631,928,576 △ 20,553,424

臨床研究業務経費 - - -

その他の経費 0 0 0

施設整備費 696,503,000 109,935,975 △ 586,567,025
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
こと等による

　　借入金償還 - - -

支払利息 - - -

その他支出 0 1,537,960 1,537,960
計画時では法人共通に計上していたことによ
る

7,348,985,000 6,743,402,511 △ 605,582,489

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

決　算　報　告　書

教育研修事業

計

計

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

区    分
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【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 2,966,437,000 4,360,595,862 1,394,158,862
運営費交付金の配分額を見直したこと等によ
る

長期借入金等 - - -

業務収入 6,737,606,000 7,545,489,845 807,883,845 研究収益が計画より増加したこと等による

その他収入 0 0 0

9,704,043,000 11,906,085,707 2,202,042,707

支出

業務経費

診療業務経費 - - -

教育研修業務経費 - - -

臨床研究業務経費 12,984,627,000 12,584,365,525 △ 400,261,475

その他の経費 0 0 0

施設整備費 888,790,000 386,539,756 △ 502,250,244
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
こと等による

　　借入金償還 - - -

支払利息 - - -

その他支出 0 4,678,945 4,678,945
計画時では法人共通に計上していたことによ
る

13,873,417,000 12,975,584,226 △ 897,832,774

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

計

計

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

区    分
臨床研究事業

決　算　報　告　書
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【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 11,679,495,000 10,257,798,402 △ 1,421,696,598
運営費交付金の配分額を見直したこと等によ
る

長期借入金等 105,383,225,000 86,400,000,000 △ 18,983,225,000 債券の発行を行わなかったことによる

業務収入 2,032,254,000 3,654,308,730 1,622,054,730
その他経常収益が計画より増加したこと等に
よる

その他収入 15,390,973,000 7,233,445,849 △ 8,157,527,151
資産運用の戻入額が計画より減少したこと等
による

134,485,947,000 107,545,552,981 △ 26,940,394,019

支出

業務経費

診療業務経費 - - -

教育研修業務経費 - - -

臨床研究業務経費 - - -

その他の経費 44,276,836,000 43,905,749,399 △ 371,086,601

施設整備費 246,939,000 2,684,705,609 2,437,766,609
整備費の年度内の支払額が計画より増加した
こと等による

　　借入金償還 53,968,125,000 55,767,675,546 1,799,550,546

支払利息 3,288,461,000 3,201,098,376 △ 87,362,624

その他支出 16,991,636,000 36,766,210,874 19,774,574,874 資産運用の預入を行ったこと等による

118,771,997,000 142,325,439,804 23,553,442,804

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

計

計

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

区    分
共通

決　算　報　告　書

- 32 -



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 14,828,202,000 14,828,202,000 0

長期借入金等 105,383,225,000 86,400,000,000 △ 18,983,225,000 債券の発行を行わなかったことによる

業務収入 983,605,611,000 993,366,462,637 9,760,851,637

その他収入 15,390,973,000 7,521,830,535 △ 7,869,142,465
資産運用の戻入額が計画より減少したこと等
による

1,119,208,011,000 1,102,116,495,172 △ 17,091,515,828

支出

業務経費

診療業務経費 854,338,883,000 879,676,187,640 25,337,304,640

教育研修業務経費 6,652,482,000 6,631,928,576 △ 20,553,424

臨床研究業務経費 12,984,627,000 12,584,365,525 △ 400,261,475

その他の経費 44,276,836,000 43,905,749,399 △ 371,086,601

施設整備費 109,759,965,000 81,193,310,959 △ 28,566,654,041
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
ことによる

　　借入金償還 53,968,125,000 55,767,675,546 1,799,550,546

支払利息 3,288,461,000 3,201,098,376 △ 87,362,624

その他支出 16,991,636,000 37,921,741,752 20,930,105,752 資産運用の預入を行ったこと等による

1,102,261,015,000 1,120,882,057,773 18,621,042,773

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

計

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

区    分
合計

決　算　報　告　書

計
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